
施策評価結果をご覧になる皆様へ 

公表資料「施策評価一覧」の１次評価及び２次評価の欄は、次の区分により

ます。 

○１次評価（主務課の評価） 

達成度の区分 

Ａ：最終目標(H27)に向け、計画を大きく上回る成果があがっている 

Ｂ：最終目標(H27)に向け、順調に成果があがっている 

Ｃ：このままでは、最終目標(H27)達成が難しい 

 

 必要性の区分 

  Ａ：ニーズ及び解決すべき課題は、増加する方向にある 

  Ｂ：ニーズ及び解決すべき課題は、現状と変わらない 

  Ｃ：ニーズ及び解決すべき課題は、減少する方向にある 

 

○２次評価（町の評価） 

達成状況の区分 

Ａ：最終目標(H27)に向け、計画を大きく上回る成果があがっている 

Ｂ：最終目標(H27)に向け、順調に成果があがっている 

Ｃ：このままでは、最終目標(H27)達成が難しい 

 

 施策の方向性の区分 

  Ａ：重点施策と位置付け積極推進 

  Ｂ：これまでどおり推進する 

  Ｃ：他の施策に経営資源を集中するために縮小・省力化 

 

評価に関してのご意見、ご質問はメールやＦＡＸ、電話などで下記にお願い

します。 

また、個別の評価シートをご覧になりたい方は、電話で連絡の上、日時を調

整すれば企画課にてご覧になることができます。 

メールアドレス：kikaku@ms.town.mashiko,tochigi.jp 

ＦＡＸ：７２－７６０１   ＴＥＬ：７２－８８２８ 



平成25年度　施策評価一覧(対象：平成24年度）

施策名 施策目標 コード 主務課 内容
総コスト
（千円）

達成度 必要性 重点化 見直し その他 短期(次年度の方向性） 中期 達成状況
施策の
方向性

生涯学習の
推進

住民一人ひとりが、それぞれ
の年代や生活スタイルに応じ
て、自由に学び、楽しみ、その
成果が豊かな地域づくりに反
映されています。

1010 生涯学習課

・学習意欲の契機づけとして、ましこいきいき講座（町民編・行政編）を実施し
た。
・自主教室の受講者募集等、教室の開設を支援した。
・生涯学習の興味関心を高めるため生涯学習振興大会の開催した。
・情報提供として「広報ましこ」に毎月、生涯学習関連記事（学びの広場）を掲
載した。
・「学習ガイドブック」や「生涯学習推進員活動ハンドブック」を刊行し、学習機
会の情報提供を行った。

34,930 B B 〇

今後の生涯学習推進の中心を担うと考えて
いた男性の団塊世代の多くが働いている現
状では、現在の自主教室やいきいき講座を
中心とした施策を推進する。新規受講者確
保のために体験講座を開設する。

庁舎内組織の生涯学習推進本部や町民代
表で組織している生涯学習推進協議会で今
後の生涯学習を検討し推進して行く。

B B Ｂ

学校教育の
推進

郷土への誇りと人を思いやる
やさしさを持ち、生きる力と生
涯にわたって学び続ける意欲
を持った子どもたちが育って
います。

1020 学校教育課

・ALT配置事業　4名配置（小学校2名、中学校2名）小学校外国語活動の充実
のために配置した。
・指導助手配置事業　10名配置（小学校5名、中学校4名、適応指導教室1名）
児童・生徒個人の能力に応じた指導に努めた。
・中学生海外派遣事業　（イギリス・セントアイブス　団員12名、引率2名派遣）
・教員対象の外国語活動研修会（参加：計60名）
・学校保険関連事業（児童・生徒1,978名、教職員171名)健康診断委託業務
・児童・生徒の就学支援及び指導業務（179名）　低所得世帯への就学援助と
特別支援教育への就学指導を行った。
・幼稚園就園奨励費補助事業（330名)　保育料に対する補助を行った。

1,959,204 A B 〇

・教育特例校の制度を活用し、小学校高学
年の外国語活動授業時数を現行の35時間
から49時間に増やす。全時間にALTを配置
することにより、コミュニケーション能力の育
成を図る。外国語指導助手を小学校に配置
する。
・発達障害の疑いがある子どもの就学に対
して、保護者の理解が得られるような就学
相談を行うとともに、指導助手を各小学校
に計画的に配置する。

・２１世紀を生きる「ましこの人の育成」を図
る。
・就学相談における保護者への説明や専門
的知識の向上を図る。

A B Ａ

社会教育の
推進

まちの社会教育活動への参
加率が上昇を続けるととも
に、参加者から高い満足度が
得られています。

1030 生涯学習課

パン作り教室、着付け教室、レース編み教室、高齢者学級を各地区（田野、益
子、七井）ごとに実施。また、社会参画を目指した女性講座を開設した。
町民が講師となりリクエストに応じて講座を開設する「いきいき講座」の開設。
家庭教育学級を町内全幼稚園・保育園・小学校・中学校、14ヶ所で開設した。
小学校高学年を対象としたトライやるスクール（体験活動、9回）の開設した。
青少年健全育成大会、人権講演会、二十歳のつどいの開催した。
図書（一般書・児童書）を購入した。

31,093 B B 〇

・社会教育各種講座における町民ニーズの
把握のため、講座修了後アンケートを実施
し、その内容を検討するとともに、常に住民
とのコミュニケーションを図る。
・社会教育に係る青少年健全育成大会、人
権講演会等の参加者増加と内容の充実を
図る。

社会教育事業について、住民の方が興味を
持つとともに、参加しやすい且つ目的のしっ
かりした事業を実施して行く。

B B Ｂ

生涯スポー
ツの推進

子どもから高齢者まで、気軽
にスポーツ・レクリエーション
活動に参加し、楽しみ、交流
を深め、健康増進と自己実現
につながっています。

1040 生涯学習課

町民に運動する習慣をつけてもらう、そのきっかけづくりとしてチャレンジデー２
０１２に５年連続で参加した。小中学生から一般までの６０チーム参加の下、第
３１回町駅伝競走大会を開催した。小中学生を対象に「子ども達に夢を」として
一流アスリートを講師に招いての少年スポーツ教室（８種目）を開催した。町内
の小中学校（７校）と高校施設（１校）の学校開放事業を行い、身近な場所での
スポーツをする場を提供している。長年の懸案であった総合型地域スポーツク
ラブについては、平成２５年２月に設立され、４月より本格始動する。平成２３年
度に北公園にターゲットバードゴルフ場を整備したことに伴い利用者の組織化
（クラブ設立）を支援した。施設面では、総合体育場・北公園・南運動公園・北
運動場の適正な維持管理を行い、町民のスポーツの場を確保した。

92,826 B B 〇

　高齢者が気軽に参加できる軽スポーツの
普及のため、総合型地域スポーツクラブと
連携し、参加しやすい教室を開催、又、高齢
者に人気のスポーツであるグラウンドゴル
フの町協会設立等、組織作りを支援し愛好
者の増加を図っていく。施設面では北運動
場のテニスコートの改修計画を検討し早期
の改修を図っていく。

 場所と指導者と組織があれば、スポーツ教
室は開催できるし、各スポーツイベント・大
会の開催等、幅広い活動に繋がりスポーツ
の推進を図って行けるので、今後は場所の
確保、指導者の育成、組織作りを推進して
いく。

B B Ｂ

芸術・文化の
振興

私たちの誇りである伝統・文
化財がみんなの手で大切に
守られているとともに、住民一
人ひとりが豊かな文化にふれ
ながら生活し、意欲的な文化
活動により、新たな地域文化
が誕生しています。

1050 生涯学習課

文化財保護審議会の開催、文化財改修工事への補助、文化財防火訓練の実
施、民俗芸能への継承支援等を行った。文化遺産活用については、文化庁の
補助を活用した文化遺産活用活性化事業を実施した。町民会館については、
ピアノ発表会等発表の場の提供や自主事業としてヴァイオリンコンサートを実
施した。文化協会の活動支援として文化祭の開催支援や、各団体の発表会等
支援を実施した。

91,538 B A 〇

文化遺産活用の事業実施、文化財ガイド養
成講座の実施により文化遺産の啓蒙に対
する基盤造りを行い文化遺産の継承、啓発
を充実させる。　町民会館の自主事業につ
いては、町民の要望を把握した事業の計画
に努め、顧客満足度、集客数増を図る。

文化財ガイドの活用により、身近な文化遺
産の周知を図る。、質の高い舞台発表、町
出身のアーティスト等、より身近に感じられ
るような事業の検討をしていく。

B B Ｂ

国際交流・地
域間交流の

促進

多様な分野で、まちの個性を
活かした国際交流・地域間交
流が進められ、人づくりとまち
づくりにつながっています。

1060 総務課

小学生の雄武町派遣は、益子町地域間交流協会の主催で７月に実施。
イギリスのセント・アイヴスと友好都市締結、中学生派遣を行った。
外国人を支援するため、県国際課が作成している外国人向けガイドブックを住
民課窓口に設置した。

1,299 B B 〇

国内外にわたる交流事業は、今後も継続し
ていく。交流の方法や交流先の選定などを
検討する。また、交流を全庁的に進めるに
は、庁内の交流推進体制を整える。

交流の深化によって思わぬ効果を得ること
も多く、人づくりやまちづくりにとっても大き
な契機となるため、他地域との交流は可能
な範囲で拡大していく。

B B Ｂ

男女共同参
画の促進

男女が互いの人権を尊重し
つつ、責任を分かちあい、個
性と能力を十分に発揮してい
ます。

1070 生涯学習課

男女共同参画の普及・啓発のためポスター・チラシの掲示を行った。
女性団体連絡協議会の活動並びに各女性組織についても、研修会や事業の
企画立案等の支援を行う一方、幅広い知識と技能を身につけるための女性講
座については8回開催した。
また、男女共同参画の啓発と女性自身への意識高揚のため、女性模擬議会を
開催した。

3,565 B A 〇

・ポスター、チラシを活用した男女共同参画
の意識啓発。
・女性団体の組織強化及び他団体へも理
解を呼びかける。
・庁舎内において目標を示すとともに各団
体選出についても女性登用するよう働きか
ける。

・女性が活躍できるまちづくりを進めるた
め、各委員会において女性の参画率を高め
る。
・女性の地位や知識向上のための講座の
内容充実を図っていく。

B C Ａ

人権の尊重

だれもがかけがえのない人間
として尊重される、差別のな
い平等なまちづくりが進めら
れています。

1080 総務課

・６月１日の「人権擁護委員の日」に合わせ、広報６月号において人権啓発の
記事及び人権擁護委員の紹介を掲載した。
・各小中学校においては、「人権の花運動」や「人権に関する映画会」などを開
催して児童・生徒に啓発活動を行った。
・人権相談を福祉センターで６月、８月、１２月、２月の４回実施した（広報紙や
お知らせ版で周知）。

1,472 B A 〇

平成２２年度に１名増員し、５名体制となっ
た人権擁護委員とともに、相談・啓発を強化
していく。
小学校での「人権の花運動」、中学校での
「人権に関する映画会」開催時に、いじめに
ついて人権擁護委員が児童・生徒に講話を
行う。

社会的問題となっている児童虐待などの人
権侵害への対策を強化する。

B B Ｂ

生涯を通じた
健康づくり

住民一人ひとりが生涯を通じ
て自ら健康づくりに取り組む、
健やかなまちづくりが進めら
れています。

2010 健康福祉課

成人事業では、集団健診の受診率向上に努めた。栄養食生活については食
生活改善推進員とともに栄養改善事業を実施した。骨粗ショウ症教室・メタボ
予防教室・糖尿病予防教室等を実施した。喫煙者に対しての禁煙教育に努め
た。こころの健康について心のダイヤルのＰＲに努めた。また、講演会「笑ヨガ」
を実施した。運動に対しては広報誌に益子町ウォーキングマップ（悠楽塾作
成）を掲載したウォーキング教室を実施した。運動の自主グループへの支援を
行った。母子事業では、子育ての不安な母親に対してのファシリテーターの育
成を行い講座を開催した。赤ちゃんの全戸訪問・乳幼児健診の受診率の向上
に努めた。喫煙について小学生に吸わない教育を行った。思春期事業につい
ては益子全中学校２年生へ命の授業。益子芳星高校２年生に赤ちゃん体験性
教育を実施した。
予防接種においては７０歳以上の成人の肺炎球菌予防接種に対して助成を
行った。

176,811 B A 〇

成人の健診事業については国保との連携
を密にして未受診対策を進める。健診申込
みの方法、問診票を送る時期など人的資源
をも含めて考えていく。母子保健については
母子手帳交付時から要支援の必要な母親
を把握して、育児支援の充実を図り健全な
子供を育てられるようきめ細かな配慮をして
いく。禁煙教育については吸わない教育を
学校と連携して実施していきたい。

各課との連携を密にして事業を展開してい
く。
成人病予防対策
母子保健の充実

A B Ａ

町としての評価

町としての評価

施策概要 実施結果
施策の分析

1次評価（主務課）
施策の方向性 【H23参考】

町としての評
価：施策の方

向性

　達成状況　　　　A：計画を大きく上回る成果があがっている  B：順調に成果があがっている  C：最終目標達成が難しい

　施策の方向性　A：重点施策  B：現状どおり  C：縮小・省力化,　
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地域医療体
制の充実

身近なかかりつけ医から高度
医療まで、安心して医療を受
けられる体制が整っていま
す。

2020 健康福祉課
急患センター利用ＰＲ、休日当番医の周知徹底、芳賀赤十字病院との連携、２
３年４月末日田野地区早田医院の閉院に伴う開業医師確保対策を行った。

5,720 B A 〇

「かかりつけ医」の意識付けが大切であるた
め広報誌やお知らせ版、その他いろいろな
保健支援場面でも「かかりつけ医」を持ちま
しょうとＰＲしていく。また、芳賀地区救急医
療センターのＰＲに努める。

25年度から県東保健医療圏・県央保健医
療圏と医療圏が分かれることにより地域完
結型の医療体制の構築が望まれる。　　25
年度に県東地域医療体制の連携の検討会
が実施されるので（郡医師会が中心となっ
て）近隣市町と連携しながら医療体制を構
築していく。

B C Ａ

地域福祉の
推進

だれもが住み慣れた地域社
会のなかで、自立し、安心し
て暮らしています。

2030 健康福祉課

・社会福祉協議会へ補助金22，214，631円を支出した。
・活動拠点である福祉センターの夜間警備、清掃及びエレベーター、自動ドア、
消防設備等の保守管理を実施した。
・第29回健康福祉まつりの開催（後援団体のましこボランティアクラブと益子町
社会福祉協議会と連携）した。
・平成24年度益子町災害ボランティア研修会開催（参加者数　103人）（益子町
社会福祉協議会主催）した。
・ひとり暮らしの高齢者等に対する援護や相談・助言など社会奉仕の精神を
もって地域社会の福祉向上に向けた様々な取り組みを行っている民生委員・
児童委員の活動を、研修会や定例会の開催、各種事業の実施を通して支援し
た。

36,094 B A 〇

・社会福祉協議会に登録のボランティア登
録への対策として、引きつづき参加しやす
いボランティア研修を実施し、ボランティア
への喚起を図る。

・地域福祉の推進については、引き続きそ
の中核的な役割を持つ社会福祉協議会へ
の適切な支援を行う。また、地域で安心して
暮らせるよう地域の住民と社会福祉関係者
が相互に協力して地域の福祉課題の解決
に取り組む地域福祉の啓発に努める。
・地域福祉におけるボランティアの担う役割
が増えていることから、社会福祉協議会へ
の登録だけでなく、ボランティア活動に参加
しやすい体制を検討していく。

B B Ｂ

子育て支援
の充実

子育てが社会全体で支えら
れ、子どもたちが心身ともに
健やかに成長し、安心して子
どもを産み、育てています。

2040 健康福祉課

・子育ての知識、情報の提供、相談に努め、多様な保育サービスや学童保育
の充実を図った。
・児童手当の支給やこども医療費の助成を行った。
・ひとり親家庭の支援として、児童扶養手当やひとり親家庭医療費助成を行っ
た。
・少子化問題への対応として、出産準備金の支給、不妊治療への助成を行っ
た。

985,719 B A 〇

・乳幼児検診等の受診勧奨を行い、個別支
援の必要な場合は、家庭訪問等を行う。
・ひとり親家庭の自立に必要な、職業能力
の向上及び就職活動等就業についての情
報提供、相談等の支援を行う。
・育児不安等をかかえる家庭に、NP講座や
育児相談などの子育て支援を行う。

・保育所・幼稚園や行政等との連携により、
障害の早期発見や育児支援の必要な世帯
の早期発見に努め、虐待防止につなげる。
･望まない妊娠等については、思春期教育
の充実を図る。

A B Ａ

高齢者支援
の充実

高齢者が誇りと生きがいを持
ち、住み慣れた益子で安心し
ていきいきと暮らしています。

2050
高齢者支援

課

・シルバー人材センター補助金4,300,000円支出した。
・老人クラブ連合会へ補助金583,410円、単位老人クラブ（３１クラブ）へ補助金
1,092,000円支出。
・敬老のつどいを開催し、868人が参加した。
・介護予防事業を田野・益子・七井各地区で開催し、「ご長寿クラブ・遊友クラ
ブ」が延べ449人、「いきいきクラブ」が延べ521人、「ふれあい広場」が延べ152
人参加した。
・地域包括支援センターによる高齢者及びその家族への相談・支援事業を533
件実施した。
・介護予防ケアプランを1,899件（うち委託824件）作成した。

1,521,831 B A 〇

・シルバー人材センターの会員数を増やす
ためには、作業受託数を増やすことが重要
であり、広く住民に周知するとともに、企業
等への働きかけを強化する。
・老人クラブについて、定年退職して間もな
い比較的若い世代との交流促進及び別組
織化の検討。総合型地域スポーツクラブや
公民館活動との連携、強化を図る。
・介護予防意識を高めるため、老人会等で
健康教育を実施するとともに、介護予防教
室の内容の充実を図る。

・高齢になっても、心豊かで健康な生活が
送れるよう、若いうちからの健康管理の推
進。シルバー人材センターの作業受託数及
び会員数の向上。ボランティア等社会参加
の促進。介護予防教室の充実を図る。

A B Ａ

障がい者
（児）福祉の

充実

障がいがあっても住み慣れた
地域で自立して生活し、多く
の人に支えられながら、さま
ざまな活動にいきいきと参加
しています。

2060 健康福祉課

・障害者自立支援（延べ給付件数3,590件、361,505,285円）、補装具給付（延べ
給付件数53件、2,970,535円）、日常生活用具給付（延べ給付件数293件、給付
金額5,723,124円）、地域生活支援事業（補助金額10,234,694円)を実施した。
・重度心身障害者医療費（給付件数1,281件、給付金額25,610,739円）の助成、
自立支援医療（給付件数1,135件、給付金額25,278,390円）の給付を実施した。
・障害者手帳の申請受付（91件）をした。

451,919 B A 〇

・サービス利用者への情報提供について
は、町から直接行うほか、福祉サービス提
供事業者から利用者へ行うこととなる。より
適切・正確に行うため、福祉サービス提供
事業者等との情報交換を密にしていく。具
体的には事業者及び障害者宅に積極的に
訪問し情報を収集し共有する。
・相談支援体制の拡充を検討する。

・利用者のニーズに即した支援が迅速、適
切に受けられるように相談支援体制のあり
方についてさらに検討していく。相談支援体
制の構築については、サービス提供事業者
が広範囲に存在するため、広域的な観点か
ら検討していく。

A B Ｂ

ひとり親家庭
福祉の充実

生活保護制度を基本とした福
祉サービスの充実と就業の
促進などにより、低所得者の
生活の向上と自立を促進しま
す。

2070 健康福祉課
・生活保護の相談及び申請受付を行った。
・生活福祉資金制度などの経済的支援制度や年金、医療などの社会保障制
度の有効活用を促進した。

496 B A
現状維

持

・生活保護制度を適正に運用するとともに、
政府が実施する新たな制度の有効活用を
図る。

・低所得者への支援の柱である生活保護制
度は県所管の事務であるが、引き続き、芳
賀福祉事務所、民生委員などと連携し、低
所得者の自立へむけた情報提供や支援を
行っていく。

B B Ｂ

医療年金保
険制度の充

実

少子・高齢化時代を社会全体
で支える医療・年金保険制度
の安定した運営が図られてい
ます。

2080 住民課

・国民健康保険被保険者8,456人に対し、114,985件、1,744,781,313円の保険
給付を行った。
・特定健康診査を実施し、国民健康保険の被保険者1,737人、後期高齢者医
療保険の被保険者274人が受診した。

1,994,267 C B 〇

・国保税収納率を向上させるため１０月発送
の催告書に合わせて電話催告を実施し、税
収の確保に努めるとともに、特定健診の未
受診者に対して電話や個別訪問による受
診勧奨を実施し、受診率を上げ疾病の早期
発見を促し、また、特定保健指導の実施率
を上げ、糖尿病等の有病者、予備軍を減少
させることや、ジェネリック医薬品の普及推
進などにより医療費上昇の抑制を図る。

・医療制度改革の情報を的確に把握し、対
応していく。

A C Ａ

自然環境の
保全

生態系や水など、自然の循環
メカニズムに対する保全措置
がとられ、失われた自然が
徐々に回復する、人と自然が
共生するまちが実現していま
す。

3010 環境課

施策の中心となる環境基本計画の第２次計画を1年間かけて策定した。環境
Weekｓも第６回目を実施。また、昨年に引き続き、自治会や環境関連ボラン
ティア団体等の協力を得て、百目鬼川・サヤド川の一斉清掃や小貝川クリーン
作戦など河川環境保全活動を行うことができた。小学生の植樹体験も行った。
土地利用については、土砂条例に基づく指導を行った。

7,007 B B 〇

活動の幅を広げ、新たな団体が加わること
により環境Weeksの参加者の増加を目指
し、環境保全に対する意識の高い町民を増
やしていく。里山地区の再生及び後継者育
成のため、若者が参加しやすい機会を設け
る。

第２次環境基本計画のリーディングプロジェ
クトを中心に環境保全や環境美化、環境学
習を展開していく。

A B Ｂ

地球環境の
保全

地球環境への負荷の軽減が
図られた持続的発展可能な
地球にやさしいまちづくりが実
現しています。

3020 環境課

町においては、全公共施設を対象とした、地球温暖化防止実行計画に基づい
て、平成１９年度排出量の６％削減に取り組み平成２４年度は１３．５％の削減
となった。また、町内事業者においても消費電力の少ない照明器具に変換して
いる状況が見受けられた。クルマの休日による二酸化炭素排出量削減につい
ても職員を対象に継続的に実施した。太陽光発電補助金についても、申請件
数増加について、補正予算で対応した。

8,357 B B 〇

太陽光発電補助金については、発電システ
ムだけでなく、高効率給湯器、蓄電システム
なども補助対象に含める等の検討も必要。
メガソーラー事業については情報を収集し
積極的に支援する。

町民・事業者に対しては、引き続き可能な
二酸化炭素排出削減に向けた取り組みを
啓発していく。

B B Ｂ
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向性
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　施策の方向性　A：重点施策  B：現状どおり  C：縮小・省力化,　

快適な生活
環境の確保

公害や散乱ごみのないまち
で、快適で安全に暮らしてい
ます。

3030 環境課

工場等立入検査は６件実施した。野焼きについては１７件指導した。環境美化
運動に各自治会育成会の参加を得た。飼い犬の新規登録は１２８頭、狂犬病
予防接種は１０９１頭実施。犬の捕獲については、８頭を動物愛護センターに
引き渡している。動物の死体回収は２０９頭。河川水水質検査については、定
点１９箇所について年２回実施した。さらに、福島第一原子力発電所事故に伴
い、空間放射線量測定を町内６１カ所で月２回のペースで、９月からは食品放
射性物質簡易検査を町内産食品等を対象に実施した（検体総数８８）。

16,190 B A 〇

法律上やむを得ないと認められている野焼
きについては、野焼きの行為者への指導
（近所への配慮）とあわせて、通告者の理
解（一時的な我慢）も図りたい。不法投棄は
再発防止のためにも、可能な範囲で行為者
を特定し、常習者や悪質な場合は警察の協
力を得る。犬・猫問題については、住民や
飼い主のモラルについて、定期的に周知啓
発に努めていく。

不法投棄防止に関して近隣市町等と協力
し、組織的に活動することにより対策の強
化を図る。

B B Ｂ

景観の保全・
形成

益子らしい落ち着いたうるお
いのある景観が保全・創造さ
れています。

3040 建設課

里山の保全管理を実施した。
花いっぱい運動は41団体（前年比4増）、ましこ花のまちづくり事業としてひまわ
り祭及びコスモス祭を実施し、101,910名の来場者があった。
屋外広告物法による規制事務と違反広告物の除却活動を実施した。
地区計画の届出事務を実施した。

23,985 B B 〇

益子の自然景観を守るため、町民の関心を
高め、町民参加の景観づくりを推進し、里山
の保全管理、ましこ花のまちづくり事業等を
継続して進めていく。
また、農地・水保全管理団体の参加のほか
に、住民がボランティアで保全活動に参加
してくれているので、より一層ＰＲをし参加者
の増加を図る。

環境保全や美化活動等、住民参加の景観
づくりを推進していく。また、次世代に残す
べき景観はどうあるべきかを、町民に意識
してもらう。
景観条例や景観計画の策定、景観地区の
設定等について検討する。

B B Ｂ

快適な住宅
の整備促進

暮らしの基本となる良好な住
環境が整備されています。

3050 建設課
町営住宅の補修等、木造住宅耐震診断補助事業PR、木造住宅耐震改修補助
事業PRを実施した。

8,217 B B 〇

町営住宅の補修等の対応。
一般住宅については補助制度のPRを積極
的に行い、国や県補助の活用を図りニーズ
に対応する。耐震化の促進を進める。

町営住宅の老朽化している建物をどのよう
に管理していくか改修を含め検討する。
国、県の施策を住宅の耐震診断、改修等の
補助制度の充実を図る。
住宅の安全確保のみならず、省資源・省エ
ネルギー等の環境負荷軽減も配慮してい
く。

B B Ｂ

公園・緑地の
整備

公園・緑地が充実し、これを
拠点に緑のネットワークが形
成されています。

3060 建設課 既存公園施設の安全点検や、維持管理業務を実施した。 8,143 B B 〇

既存公園の遊具等、施設の適切な管理に
努め、利用者が快適に使用できるよう環境
維持を行い、ニーズにこたえていく。

既存公園の遊具等、施設の適切な管理に
努めていく。今後は施設整備から維持管理
へと重点が移っていくと考えるが、新規の公
園・緑地の整備については、土地区画整理
事業等との一体整備型によって進めてい
く。

C B Ｂ

河川・池沼の
整備

メダカやタナゴが泳ぎ、治水
性や利水性、親水性に富ん
だ、みんなに愛される水環境
が形成されています。

3070 建設課
山間部の土砂災害防止に関する危険箇所点検６箇所実施、河川等水質調査
年２回１５箇所実施、水生生物調査１２組織においてそれぞれ実施した。

0 B B
現状維

持

山間地の土砂災害等危険箇所の点検継
続。
河川等の水質監視体制の継続。
町民の協力を得て、河川の清掃、水質浄化
活動に努める。

河川や池沼は治水、利水とともに親水面の
役割の重要性が高まっており、改修も含
め、町民の協力を得ながら水質の浄化や、
水に親しむための取り組みを進めていく。
河川整備や土地改良事業等においては、
小動物や水生生物に配慮した多自然型工
法を推進していく。
一般家庭の生活雑排水等が直接放流され
ているケースもあるため、浄化槽の切り替
えにより協力を求めていく。

B B Ｂ

上水道の充
実

良質な水が安定して供給され
ています。

3080 建設課 芳賀中部上水道企業団の水道事業への運営支援（補助金）した。 39,902 C A 〇

芳賀中部上水道企業団の水道事業への運
営支援（補助金）
水道水の安定供給へ協力をするとともに、
災害時における飲料水の供給体制を整え
ていく。

芳賀中部上水道企業団の水道事業への運
営支援を行い、水道水の安定供給へ協力
をするとともに、災害時における飲料水の
供給体制を整えていく。

B B Ｂ

下水道の充
実

生活排水が浄化され、清らか
な河川と快適な居住環境が
確保されています。

3090 建設課
下水道認可区域の計画的な整備及び適切な維持管理を行った。
未水洗化世帯に対して戸別訪問を実施し、啓発活動を行った。
浄化槽は適切な維持管理について指導及び助言を行った。

B B 〇

平成２６年度から塙地区の下水道整備を計
画的に進めていく。
農業集落排水については適切な維持管理
と効率的な事業経営に努める。
浄化槽について設置及び適切な維持管理
について普及促進に努める。
戸別訪問の実施により一軒でも多くの接
続、入替を促進し、河川・水路等の水質汚
濁防止に努める。

下水道の整備区域については水洗化への
要望の高い区域を優先的に整備し投資効
果を高める。
農業集落排水については適切な維持管理
と効率的な事業経営に努める。
また、単独浄化槽から合併浄化槽への切
替について適切な指導に努める。

A B Ａ

資源循環型
社会の形成

ごみの排出が徹底的に抑制
（リデュース）され、再利用（リ
ユース）・再生利用（リサイク
ル）される資源循環型のまち
が形成されています。また、し
尿が適切に処理されていま
す。

3100 環境課

ごみ減量に協賛する環境活動取組認定店を引き続き町民にＰＲしたほか、事
業所についてはごみの分別徹底による可燃ごみ減量を推進した。地域におい
ては、資源物回収事業を推進し670,430kgの資源物を回収、公共施設について
はコピー用紙の再利用、再資源化を推進した。ごみ処理施設広域化に向けた
会議に参加したほか、生ごみ処理モデル事業をスタートし、３か月で25,124kg
の生ごみを収集した。

518,096 C B 〇

生ごみ処理事業スタートにあわせて、一般
町民はもとより、協力を得られていないア
パート住民や自治会未加入者に事業の周
知を図り参加を促す。ごみ処理施設の広域
化に向けて、可燃ごみ・生ごみ・不燃ごみの
拠点ステーション設置や粗大ごみ個別回収
の回数増加を検討する。
自治会未加入者の加入促進については総
務課との連携強化を図る。

平成２６年度から全町を対象に生ごみ処理
事業を実施し、できるだけ長期の継続を目
指す。

A C Ａ

防災体制の
充実

地域ぐるみであらゆる災害に
対する予防体制と応急体制
が整っています。

3110 総務課

地域防災計画の見直しを実施した。
防災訓練については、全町の自主防災組織を対象に避難訓練を実施した。ま
た、あぐり館・総合体育館・改善センターの３会場で、ＡＥＤを使用した救命訓練
を行った。
災害時要援護者については、対象者の地図とネットワーク台帳の作成などを
行った。

70,854 B B 〇

自主防災組織については、意識の高いうち
に備品等の補助を含めて規約などをもって
組織できるようサポートしていく。
食料等の備蓄に関しては、H25より計画的
に備蓄していく。

自主防災組織については、活動を活発に
行っていただき、地元の消防団、民生委員
や婦人防火クラブなどの組織と連携を図
る。備蓄物については、町の人口や災害時
の想定避難者等をもとに数を算出しきちん
と管理を行う。
また、災害時自治会行動マニュアルを作成
し、災害時にスムーズな行動がとれるように
する。

A B Ｂ
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平成25年度　施策評価一覧(対象：平成24年度）

施策名 施策目標 コード 主務課 内容
総コスト
（千円）

達成度 必要性 重点化 見直し その他 短期(次年度の方向性） 中期 達成状況
施策の
方向性

町としての評価

町としての評価

施策概要 実施結果
施策の分析

1次評価（主務課）
施策の方向性 【H23参考】

町としての評
価：施策の方

向性

　達成状況　　　　A：計画を大きく上回る成果があがっている  B：順調に成果があがっている  C：最終目標達成が難しい

　施策の方向性　A：重点施策  B：現状どおり  C：縮小・省力化,　

消防・救急体
制の充実

日常の努力に裏付けられた、
住民から信頼される消防・救
急体制が確立しています。

3120 総務課

消防団については、夏季点検及び通常点検を実施したほか、必要な技能の習
得のため、ポンプ操法競技会、規律動作競技会を実施した。
消火栓、消防拠点施設等の整備については計画的に実施されている。平成２
４年度は消防拠点施設（大沢）を整備した。

29,477 C B 〇

団員確保については、自治会等の協力を得
て地域ぐるみで確保していく。
消火栓や防火水槽の建設はもとより、鉄蓋
や表示看板についても定期的に点検し、更
新していく。

水利台帳について、今後データ化をするこ
とで必要箇所の洗い出しをしやすくしたり、
消防団員と共有できるよう検討していく。

B B Ｂ

防犯体制の
充実

地域ぐるみの防犯体制によ
り、犯罪の少ない明るいまち
が実現しています。

3130 総務課

消防団等による防犯パトロールを１回実施し、合計６８人の参加を得た。防犯
灯は８３基設置した。犯罪防止のためのパトロールは、関係機関が協力して実
施したほか、交通指導車で218回の広報を行っているが、このうち約40回が防
犯関係、178回が交通安全関係のための広報となっている。

7,196 B B 〇

犯罪の発生時期や場所などを分析し、的確
な情報提供を行い犯罪の防止に寄与できる
ようにする。
また、防犯灯を計画的に設置していく。

犯罪を未然に防ぐ方法などについて周知、
ＰＲを継続して行うことにより、住民の意識
高揚を図っていく。

B B Ｂ

交通安全対
策の充実

地域ぐるみで交通事故防止
に取組、事故の少ない安全な
まちが実現しています。

3140 総務課

安全教室の実施回数は、幼稚園・保育園が59回（4,550人）、高齢者が12回
（194人）、各種団体（中学校を含む）が20回（1,210人）、小学校が34回（2,566
人）、合計125回（8,520人）に対して実施することができた。安全施設について
は、ガードレール設置が37m、カーブミラー設置が23基（撤去を含む）、その他
標識類が14箇所となっている。

13,708 B A 〇

まずは、危険箇所の洗い出しと写真や地図
を作成し、交通安全教室の教材として整え
る。
高齢者への交通教育指導を充実する。

年々少しずつ変化する交通事故の形態を
分析しつつ、オリジナルの写真や地図を用
いて意識の定着を図り、交通事故の減少に
努めていく。

A B Ｂ

消費生活の
向上

住民一人ひとりが消費生活に
正確な知識を持ち、安心して
消費活動を行っています。

3150 観光商工課

・「消費生活研究会」と共に出前講座を開催し啓発活動を行った。
・電話、窓口での消費者相談を実施した。
・自治会を通して町内世帯に対し啓発用広報綴りの配布を行った。
・広報誌等に消費生活に関する情報を掲載した。
・多重債務相談を行った。
・北部４町で芳賀地区消費生活センターを設置（H25.3)した。

13,222 B B 〇

今まで宇都宮か真岡に行かないと消費生
活センターが無かったが、平成２５年３月役
場敷地内に芳賀地区消費生活センターを
開設したセンターの周知ＰＲを図る。

芳賀地区消費生活センター運営、及び各町
との調整を行う。

B B Ｂ

農林業の振
興

意欲ある担い手によって魅力
ある農林業生産活動が行わ
れ、農地や山林の持つ多面
的機能が発揮されています。

4010 農政課

・益子西部地区の県営基盤整備事業の支援及び益子町土地改良区への支援
助言や、農業生産基盤の強化のための芳賀台地地区の畑地のパイプライン
工事の完成に向けての支援を行った。また、農地水保全管理支払交付金事業
においては、活動組織への農業用施設の維持補修等にあたっての支援を行っ
た。
・農業生産においては、土地利用型作物の作付推進を図るとともに、耕作放棄
地の積極的な解消による優良農地の確保と担い手への集積（水田36.8％）を
進めた。また、集落営農組織の組織化（5団体）・法人化（1団体）の推進や認定
農業者の経営改善計画の作成、各種農業資金に対する利子補給、竜巻によ
る農業災害対策など担い手の支援を行った。
・道の駅事業については、ましこ道の駅建設委員会において基本計画の検討
（委員会3回、部会12回）を行うとともに、引き続き農産物の高付加価値化を図
るためのブランドづくり（益子ブランド作出支援1件）を行った。
・とちぎの元気な森づくり事業を活用し、里山林の下刈り整備を行うとともに、
木製ベンチの作製やイベントの開催により、住民の森林に対する意識の醸成
を図った。

310,631 B A 〇

・益子西部地区の基盤整備事業への支援
・耕作放棄地の解消及び担い手への農地
集積の推進
・集落営農組合の組織化
・法人化の推進
・道の駅整備の推進
・園芸作物の通年栽培の確立と六次産業
化への支援
・とちぎの元気な森づくり事業の推進する。

・人農地プランの作成により、地域農業の
将来像と地域担い手の役割を明確にすると
ともに、青年就農給付金の活用により、新
規就農者の確保を図る。また、土地利用型
農業における規模拡大を推進し、効率的な
農業経営を確立する。
・道の駅の整備を進めるとともに、野菜等園
芸作物の推進を図りながら、農業者の生産
意欲と直売能力を高め、魅力ある農業を確
立する。

A B Ａ

工業の振興
高い技術力に裏付けられた
生産・建設が人びとの豊かな
暮らしを支えています。

4020 観光商工課

・中小企業振興資金借入者に対し、借入時の信用保証料の１／２を補助金とし
て交付した。又、中小企業振興資金借入者に対して２４年中に支払った利子を
補助金として交付した。
・大塚実基金貸付制度を運用し、作陶資金の貸付を行った。
・大塚実基金設備購入補助金制度による補助金の交付を行った。
・企業誘致問い合わせ対応を行った。

33,743 C B 〇

・企業誘致の推進（企業誘致条例の改正、
起業支援要綱制定含む）。
・益子焼作陶家への支援
・新しい販路開拓
・中小企業振興資金借入者に対する利子
補給のＰＲ

優良企業の誘致・立地。産業としての益子
焼産業への支援。道の駅供用に伴う農商
工が連携した産業を創出する。

A C Ａ

商業の振興
個店の魅力と回遊性の向上
が相乗効果を生み、消費の
安定につながっています。

4030 観光商工課

・中小企業振興資金借入者に対し、借入時の信用保証料の１／２を補助金とし
て交付した。又、中小企業振興資金借入者に対して２４年中に支払った利子を
補助金として交付した。
・益子焼の販路拡張支援のため、益子焼協同組合と益子焼販売店協同組合
に対して補助金を交付した。
・中心市街地の賑わい創出のため、商工会に対して補助金を交付。
・商工会が主体となって行うプレミアム商品券発行事業に対しての補助金を交
付した。

22,481 B B 〇

・益子焼関係団体振興協議会を中心とした
取組みの推進。
・商工会と連携しての経営支援と相談窓口
の強化の継続。
・中心市街地活性化のための空き店舗対策
の推進。
・益子焼の海外販路拡大。

商業活性化のための新たなプロジェクト、ビ
ジネスの立ち上げ。地元産品購買をＰＲし
商店街の活性化を図る。

A B Ｂ

観光の振興

焼きものの観光とグリーン
ツーリズムが融合し、すぐれ
た観光のまちづくりが実現し
ています。

4040 観光商工課

・「学び」の要素を観光に取り入れたラーニングバケーションに取り組む５団体
に、交付金を支出するとともにその運営支援を行った。
・益子本通りから城内坂、道祖土、上大羽綱神社周辺をメイン会場に第２回
「土祭」を開催した。
・国道１２１号繋がりの山形県米沢市との地域間交流事業を行った（はせばな
る秋祭りへの参加、産業祭への出店）。
・スカイツリーとちまるショップでの観光ＰＲ事業、やすらぎの栃木路観光キャン
ペーンを行った。
・花をテーマに、春と秋陶器市を開催した。
・前年度制作した地域発信型映画「益子日和」の上映会を町民会館にて開催し
た。
・新そばまつり、炎まつり、ひなめぐり、益子感謝祭を開催した。
・トイレ等公共施設の維持管理を実施した。

151,442 B A 〇 〇

・既存のイベントのリピーター及び集客拡大
を図るためのブラッシュアップと新たな企画
の実施。
・体験型観光推進のための団体・人材発掘
及び育成。

益子の観光の方向性を見極めた上で、イベ
ント等の見直しや、散策路の整備、通年型
観光地としメニューの充実を図り、滞在型観
光地として発展させる。

A B Ａ

雇用・勤労者
福祉の推進

住民一人ひとりが、職住近接
のこの地で、多様な働き方を
実現し、安心して楽しく働いて
います。

4050 観光商工課
・作陶家への独立開業支援として、大塚実基金から無利子での貸付を行った。
・商工会総会において、永年優良従業員の町長表彰を行った。
・ハローワークと連携し求人情報の提供を行った。

33,141 C A 〇

・雇用機会拡大のための企業誘致の推進
・大塚実基金制度の活発な活用の推進。
・関係団体、グループとの活発な意見交換
・起業支援制度の確立

雇用創出のための、益子の農業と観光を結
びつけた新たなビジネスの展開。
実践型地域雇用創造事業を利用したセミ
ナー等を開催し、雇用の創出を図る。

A C Ａ

計画的な土
地利用の推

進

乱開発のない秩序ある土地
利用が図られています。

5010 企画課
益子町土地利用に関する事前指導要綱に基づく土地利用計画の申請につい
て、11件の案件を各課と協議した。
（店舗用等地：3件、宅地及び建売：２件、その他6件）

601 B A
現状維

持

・土地利用に関する事前指導要綱に基づく
申請に関して周
知徹底を図る。
・関係課と情報交換を密にする。

・社会情勢や経済情勢を見極め、将来的に
必要になる土地利用がスムーズに実施でき
るように、適正な開発を指導し、優良な土地
を確保する。

B B Ｂ
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施策名 施策目標 コード 主務課 内容
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1次評価（主務課）
施策の方向性 【H23参考】

町としての評
価：施策の方

向性

　達成状況　　　　A：計画を大きく上回る成果があがっている  B：順調に成果があがっている  C：最終目標達成が難しい

　施策の方向性　A：重点施策  B：現状どおり  C：縮小・省力化,　

魅力的な市
街地の形成

自然と歴史に調和したにぎわ
いと落ち着きのある都市空間
が形成されています。

5020 建設課 新規の市街地整備地区の検討をした。 7,638 B B 〇

役場周辺地区において、事業化の研究・検
討を進める。また、社会情勢や時代の変化
に応じて、都市計画マスタープランの見直し
も行っていく。

役場周辺地区の市街地整備事業について
は関係者の意見を十分聴きながら推進を
図っていく。

B B Ａ

道路網の充
実

快適で安全な道路網が形成
され、住民や観光客に評価さ
れています。

5030 建設課

計画的に町道改良事業を進め、良好な道路を維持するため維持管理を適宜
行った。また、国道１２１号線の歩道設置、主要地方道つくば・益子線バイパス
設置、一般県道西小塙･真岡線、黒田･市塙真岡線、塙･上根線の改良を継続
要望した。更には、地域住民と共同による道普請事業を積極的に推進した。

301,389 B A 〇

道路整備を計画どおり進める。
道路施設の把握、点検をする。
道普請事業を継続して推進する。
H25年度に橋梁長寿命化計画を策定したもの
に基づき、計画的に橋梁の点検、補修等を
実施する。
道路舗装の総点検を実施し、維持補修箇
所の優先順位を検討する。

道路整備については優先順位を考慮し計
画的に進める。
道路施設の計画的な維持補修を検討する。
補助事業等を積極的に活用し、財源の確保
に努める。
橋梁長寿命化計画に基づき、点検補修を実
施し経費の縮減に努める。
道路舗装の総点検後に検討した優先順位
に基づき、計画的に維持補修に努める。

A B Ａ

公共交通の
充実

環境や人にやさしい公共交通
が見直され、利用が徐々に増
えています。

5040 企画課

真岡鐵道の経営安定化及び軌道等の設備に関する財政支援をした。
真岡鐵道利用促進を図るために真岡線利用補助金を対象団体に支給した。
生活路線バス維持のための財政支援をした。
高齢者健康バス「すこやか号」の運行した（H24.9末で終了）。
新たな公共交通として「益子町デマンドタクシー」を運行開始した（H24.10.1
～）。

49,282 B A 〇

デマンドタクシーの実証運行で得られる
データを分析し、本格運行に向けた運行を
検討する。
デマンドタクシーの運行により「すこやか号」
は運行中止となった。(H24.9.30）

益子町地域公共交通総合連携計画に掲げ
られている、既存公共交通との連携を図
る。
また利用者の拡大を図り、持続可能な運行
を行う。

A B Ａ

協働のまち
づくりの推進

一人ひとりの創意と工夫がま
ちづくりに反映され、みな、ま
ちづくりに意欲を燃やしていま
す。

6010 総務課
広報紙やお知らせ版、防災無線による行政情報の広報。ホームページによる
情報の発信。意見箱やパブリックコメントによる意見の把握を行った。

57,013 B A 〇

町の公式フェイスブックなどにより、情報発
信のスピードアップを図るとともに、情報の
質・量を充実させていく。また、各種委員会
委員の公募については、詳細情報の提供
により、多くの住民に関心を持ってもらえる
よう、さらに広報を強化していく。

町民の声をさらに広く聴くための施策を確
立していく。

A B Ｂ

地域活動の
活性化

住民一人ひとりが地域づくり
に強い情熱を持ち、連帯感あ
ふれる地域社会が形成され
ています。

6020 総務課

①活動の促進：個性的な地域づくりのため、独自の事業を行う自治会に地域
整備推進事業補助金を交付した。
　年間３回の自治会長会議を開催し、地域の代表者に情報等の提供を行っ
た。
　自治活動推進事業補助金を交付し、自治会運営を補助した。
②活動拠点の整備・充実：地域づくりの拠点となる自治会公民館の修繕等に
地域整備推進事業補助金を交付した。

40,299 C A 〇
自治会加入率向上のため、広報活動を強
化する。

広報活動を継続して行う。
自治会より統合事案が生じた場合は推進
し、事務的な援助等を行う。

A B Ｂ

適切な行政
運営

職員の意欲・能力の向上が
図られ、効果的・効率的な行
政組織が実現し、住民に信頼
されています。

6030 総務課

①第５次総合振興計画後期基本計画、未来計画、東日本大震災からの復興
のための行動計画、第４次行政改革大綱改訂版と実施計画によって行政運営
を行った。
②職員の能力向上のため、近隣市町との合同研修や全職員対象のコミュニ
ケーション研修等を行った。
③効果的・効率的な行政運営のため、組織の見直しを行い部課長制を導入し
た。
④住民サービス向上のため、第１，３土曜日の午前中、住民課、税務課で開庁
を行った。

210,284 B A 〇
引き続き行政改革を推進する。
職員の資質向上のための研修を強化する。

適切な職員定数管理とともに外部委託（ア
ウトソーシング）等導入を検討する。

B B Ｂ

安定した財
政運営

創意工夫により、財源の確保
が図られ、後世に過大な負担
がかからない安定した財政運
営が図られています。

6040 企画課

経常経費については、人件費、公債費について減少となっているが、物件費に
ついては行政改革による事務の民間委託化や燃料費の高騰により増加傾向
となった。益子小学校改築事業等普通建設事業や広域ごみ処理施設への負
担金等、臨時的経費の増加により決算額は大きく伸びたが、経常経費の削減
により経常収支比率や実質公債費比率は減少となった。また、町の財政状況
についてホームページや広報紙への掲載することにより、財政運営の透明化
や町政に対する町民意識の高揚を図った。

933,175 B A 〇
・自主財源の確保と歳出の削減
・受益者負担の適正化を図る。

新規起債発行を抑制し、町の将来負担額を
減少していく。

A B Ａ

広域行政の
推進

住民の生活圏の拡大に対応
した広域行政が推進されてい
ます。

6050 総務課
①計画的な広域行政の推進のため企業団、一部事務組合等の各種基本計画
等に沿って、共同で事務・事業を行った。

188 B B 〇
共同化等はその事業の必然性が高ければ
検討し、他市町との調整の上行う。

共同化、市町村合併の研究は継続して行
う。
今後、国等の施策を注視し共同化の研究を
継続する。

B B Ｂ
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